
人件費
2,328億円

13.5%

扶助費
5,056億円

29.4%

公債費
2,304億円

13.4%

経常的施策
経費及び管

理費
1,382億円

8.0%

特別会計繰
出金等

2,604億円
15.2%

投資的経費
3,531億円

20.5%

予算規模（一般会計） 

(歳 入)  1兆7,205億円  

単位：億円 

（構成比：％） 

(歳 出) 1兆7,205億円 

 平成23年度一般会計(当初)の予算規模は、１兆7,205億円となっています。 

 職員数の削減や給与カットの継続等により人件費を縮減するとともに、生活保護費に 

  ついては適正化の取り組みを強力に推進し、施策の選択と集中による事業の重点化を 

  行っています。 

単位：億円 

（構成比：％） 

市税
6,226億円

36.2%

国・府支出金
3,956億円

23.0%

公債収入
1,691億円

9.8%譲与税・交付金
 602億円 3.5%

地方交付税
 580億円 3.4%

地方特例交付金
 62億円 0.4%

その他
4,088億円

23.7%

（※）その他は、 

繰入金 

使用料・手数料 

諸収入等 

Ⅱ 財政の現状 
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予算規模(他都市比較) 

 大阪市の会計(全会計)・・・  

    一般会計と20の特別会計からなっています。 

    特別会計には、高速鉄道事業会計や水道事業会計、下水道事業会計などがあります。 

Ⅱ 財政の現状 

大阪市の平成23年度の予算規模は、一般会計、全会計とも政令市の中で最も大きく
なっています。 



市税収入の推移

1,294 1,447 1,313 1,223 1,148 1,113 1,087 1,038 1,006 1,051 1,156 1,357 1,400 1,389 1,306 1,277

1,643 1,522
1,330 1,168 1,242 1,238 1,093 1,128 1,289 1,382

1,680
1,697 1,544

1,034 1,081 1,085

4,296 4,176
4,152

4,149 3,885 3,731
3,616 3,420 3,350 3,324

3,160
3,199 3,242

3,302 3,363 3,367

543
592

589
590

573
554

544 540 529
530

532 522

511 510 497

7,752
7,387

7,129
6,865

6,655

6,130 6,185 6,286
6,526

6,785 6,708

6,236 6,260 6,226

607

(ピーク)
7,776

6,350

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23予
年度

億円

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税

市税収入の推移 

9 
Ⅱ 財政の現状 

 最も基本的な収入である市税収入は、企業収益の改善による法人市民税の増収が見込ま
れるものの、平成23年度予算における市税総額は6,226億円と、ピークである平成8年度と
比較するとまだまだ低い水準となっています。 
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市税総額と税目別構成比 

10 

  市税総額は6,226億円で、政令市の中で2番目の規模となっています。 

 税目別構成比は、大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中で
もっとも低く、法人市民税の市税総額に占める割合はもっとも高くなっています。   

市税総額(平成23年度予算)

6,226 6,969

4,872

2,421 2,643 2,662

0

2,000

4,000

6,000

8,000

大
阪

市

横
浜

市

名
古

屋
市

京
都

市

神
戸

市

福
岡

市

億円

21 
40 

30 31 32 30 

17 

8 
13 10 10 13 

54 
47 50 52 51 50 

8 5 7 7 7 7 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大
阪
市

横
浜
市

名
古
屋
市

京
都
市

神
戸
市

福
岡
市

市税税目別構成比(平成23年度予算)

その他

固定・都計

法人市民税

個人市民税

Ⅱ 財政の現状 



歳出構造の推移 
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 平成23年度予算については、人件費や経常的施策経費等の抑制を図ったものの、生
活保護費などの扶助費が増加したことなどにより歳出規模の水準はほぼ横ばいとなっ
ています。 

歳出の性質別経費の推移(一般会計)

7,995 7,647 7,447 7,464 6,933 6,890
5,782

4,901 4,620 4,294

6,612 6,957 7,275 7,613
7,655 7,937

8,130
8,585 8,778

8,677 8,866

4,003 3,849 3,879
4,074

4,112 4,013

4,173
4,058 4,069

3,999 3,887
3,986

18,610 18,453 18,601
19,151

18,700 18,840
18,085

17,544 17,467
16,970

15,926

16,964 16,777
17,205

3,575
3,517

投資的経費
3,531億円4,0073,130 3,520

8,416 8,490 8,501

義務的経費
9,688億円9,370

4,026 3,919 4,162

4,091

16,017 15,793

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23予 年度

億円

投資的経費 義務的経費 投資的・義務的経費以外

Ⅱ 財政の現状 



義務的経費の推移 

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23予

人億円

年度人件費 公債費 扶助費 職員数の推移

 義務的経費の内訳では、扶助費の割合が年々高くなっています。 

 一方で、人件費は抑制基調、職員数も平成10年度から減少を続けています。 

Ⅱ 財政の現状 
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（一般会計） 


